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＊セルジュ・ラトゥーシュ『経済成長なき社会発展は可能か？〈脱成長〉と〈ポスト開発〉

の経済学』（拙訳、作品社、2013年、第 11刷）に収録された「訳者付記」のプレプリント

原稿です。 

 

付記 

 

中野佳裕 

 

 本書が二〇一〇年七月に刊行されて既に二年半が経過した。訳書出版に合わせて来日し

たラトゥーシュは、東京と京都で講演を行うほか、日仏会館主催のシンポジウム『より良

い共生が可能な社会を目指して』において研究発表を行った。同シンポジウムにはフラン

ス側から彼の同僚のアラン・カイエ、マルク・アンベール、パトリック・ヴィヴレらが、

そして日本側からは西川潤、勝俣誠、井上泰夫、丸山真人らが参加し、二〇〇八年秋に始

まった米国発金融危機の影響を受ける現代世界の政治経済状況を考察するための新たな理

論的枠組について議論した。同シンポジウムの報告内容は翌年五月に『脱成長の道 分か

ち合いの社会を創る』（アンベール、勝俣・編）としてコモンズ社より出版された。 

 『経済成長なき社会発展は可能か？』の出版以来、ラトゥーシュの提唱する〈脱成長〉（デ

クロワサンス）の思想が新聞各紙やＮＰＯの機関誌で頻繁に紹介されたことは、訳者とし

て望外の喜びである。本書の内容、そして欧州を中心に世界中で同時多発的に展開してい

る〈脱成長〉の思想と実践が、日本でも注目されるようになったことは意義深いことであ

る。もちろん、欧州と同様、いやそれ以上に、日本では〈脱成長〉という言葉がスローガ

ンとして一人歩きする傾向があることは否めない。また、思想としての〈脱成長〉の内容

が公共政策や公共の議論において中心的役割を果たすには未だ程遠い状況であることは事

実である。今後は〈脱成長〉の思想の諸原理・諸テーマが広く議論されることを期待した

い。 

 本書に収録されているラトゥーシュの著作はそれぞれフランスで二〇〇四年と二〇〇七

年に刊行され、邦訳は二〇一〇年に出版された。それ以降、世界の動向や〈脱成長〉を巡

る議論も新しい展開を見せている。本書に付した訳者解説では紹介することのできなかっ

た動きをこの場を借りて概略的に紹介したい。 

 まず、米国と欧州における変化を振り返ってみよう。二〇〇七年頃から始まった米国の

不動産バブルの後退（通称、サブプライム危機）は、二〇〇八年秋の米大手証券会社リー

マン・ブラザーズ証券の破綻を契機に「百年に一度」とも呼ばれる大規模な金融危機へと

転じた。事態の収束のために米政府は金融機関に大規模な資本注入を行い、巨額の財政赤

字を抱えることとなる。また国内の失業と格差は悪化し、第二期オバマ政権はこれまで以

上に国内経済の安定化と再建を迫られている。 

金融危機の影響は欧州諸国や日本にも及び、これらの国の経済はマイナス成長あるいは
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低成長を続け、失業と格差が拡大している。サブプライム危機の影響を最も被った国の一

つであるスペインでは失業率が二〇一二年六月時点で二四％に達し、フランスでも二五歳

以下の若年労働人口の失業率は二〇％を超えている。また二〇〇九年十月にはギリシャの

巨額の財政赤字が発覚、ＥＵ諸国内に債務危機の不安が蔓延した。これまでギリシャ、ア

イルランド、ポルトガル、スペインがＥＵに金融支援を要請し、同じく債務危機の懸念の

高まるイタリアは国際通貨基金（ＩＭＦ）の監視下に置かれた。二〇一二年一月にはフラ

ンスなどの九カ国の国債の格下げが行われた。 

ＥＵでは債務危機克服のための共通の経済政策を打ち出す必要が生じ、その政策案は二

〇一〇年六月にトロントで開催されたＧ８・Ｇ２０首脳会議でも議論される。「財政緊縮派」

のドイツと「景気刺激派」の米国の間で意見が分かれ、ＩＭＦ専務理事のクリスティーヌ・

ラガルドは両者を折衷した「緊縮型景気刺激策」という新しい政策案を提案するにいたっ

た。 

債務危機克服の政策論議が紆余曲折する中で、当のギリシャは二〇一二年三月に国債の

債務不履行（管理デフォルト）を発表。これによりＥＵとＩＭＦの管理下による財政再建

が進められるとみられたが、同年五月に行われた総選挙では「反緊縮」政党が躍進して政

権の成立に失敗、ユーロ離脱の可能性も高まった。しかし翌六月に行われた再選挙で緊縮

派が過半数を獲得し、ユーロ離脱は回避された。しかし財政緊縮は諸々の社会保障費の削

減や文化遺産の保全費用削減となって現れ、ギリシャ国民の福祉を大きく損ねる結果とな

った。ギリシャでは、社会の未来に希望を見失った高齢者の自殺も増加している。 

金融・債務危機による経済社会基盤の悪化と政治の迷走に対して、米国・欧州の市民社

会はどのような反応を見せたか。最も注目すべきは、失業・格差の拡大に異議申立てをす

る社会運動の同時多発的発生である。二〇一一年五月にスペインで始まった「怒れる者達」

（Indignos）のストリート・デモの影響は、欧州大陸を超えて大西洋を隔てた米国市民社

会にも波及した。同年十月に失業・格差に苦しむ米国市民はニューヨークのウォール・ス

トリートに結集し、「オキュパイ・ウォール・ストリート」（ウォール街を占拠せよ！）と

呼ばれる反貧困・反格差デモを連日にわたって展開。世界の金融経済の象徴であるウォー

ル・ストリートを市民が占拠し、「一％の富裕層が九九％の普通の人々を犠牲にしている」

と主張するこの社会運動は、二〇〇八年の金融危機で明らかになったグローバル経済の格

差の構造の深刻さを世界中に知らしめた。通称「オキュパイ（占拠）運動」と呼ばれるこ

の反貧困・反格差デモは欧州や日本でも反響を呼び、今日では世界各地で同様のデモが展

開されている。特筆すべきは、オキュパイ運動には大学生を始めとする若者が多く参加し

ている点である。このことは、グローバル経済が未来の世代の可能性を蝕むことで拡大成

長してきたことを如実に物語っているといえよう。 

 一方、日本では、二〇一一年三月一一日に三陸沖で起こったＭ９・２の大地震と津波に

よって、主に東北地方の太平洋沿岸部にある市町村が甚大な被害を受けた。なかでも福島

第一原発事故は原発立地地域を中心に広範囲の放射能汚染を引き起こした。福島原発事故
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の解釈や評価を巡っては様々な論評と研究が発表されており、それらを踏まえた上でこの

出来事に対する自分なりの考え方を学術的に論ずることは、紙幅の制約と訳者の研究の未

熟さゆえに不可能である。しかし、震災より二年が経過しつつある現在、日本社会はこれ

まで以上に長期的な視野に立って放射能汚染の現実と向き合うことが要請されているよう

に思われる。特に私達の生活の基礎を構成するエトスの次元においてはそうだと言えるだ

ろう。福島原発事故の社会史的・文明史的意味はこれから年月をかけて明らかにされなけ

ればならない。（あるいは、そのような意味の探求がそのままこれからの私達の社会の意味

を創出することになるだろう。） 

 三・一一後の日本に起こった大きな変化といえば、エネルギー政策を中心に戦後日本の

社会発展の歴史が問われるようになったことであろう。電力市場と原子力産業を支えた中

央集権的な利権の構造が明らかになり、また同時に、都市の繁栄のために地方を犠牲にし

てきた戦後の地域開発の歴史も批判に晒されるようになった。そしてエネルギー政策の転

換を求める声が全国各地で同時多発的に現れ始めた。首相官邸前を中心に全国規模で展開

される脱原発デモは無論のこと、脱原発を事業理念に掲げた企業（例えば、城南信用金庫）

や自然エネルギー導入を推進する地方自治体の出現、緑の党結成の動きなど、原発事故を

契機に持続可能な社会の建設へ向かうローカルな運動が既に各地で始まっている。 

 このように欧米と日本における最近の社会変動を概観すると、経験されている事象は異

なれどもその根底にはある共通の文明史的現実が存在する。それは、人間の生存維持の手

段として組織され発達してきた産業文明が今や人間の統御能力を超えて肥大化し、人間の

生存基盤を破壊する方向へと進化しているという現実である。産業文明の過剰発展が引き

起こす生存の危機は、一九七〇年代に顕在化した地球環境問題の悪化、環境問題解決の手

段として捉えられてきた巨大科学と高度技術への信頼の動揺（例えば、原発事故）、そして

同じく一九七〇年代以降に展開してきた金融資本主義に内在する暴力の露呈、の三重苦と

なって現れている。 

 二〇〇〇年代初頭からフランスやイタリアで始まった〈脱成長〉という社会的実験は、

産業文明が歴史的に抱えてきたこの構造的矛盾の克服を目指している。それは何よりも、

人類の生存の長期的な展望を見据えた上で先進国社会の発展目標を転換する試みである。

二〇〇八年にパリで開催された第一回国際会議を契機に、〈脱成長〉は欧州の文脈を超えて

北米やラテンアメリカでも議論されるようになった。〈脱成長〉の国際会議は二〇一〇年に

はバルセロナ、二〇一二年にはモントリオールとヴェネチアで開催された。各会議では世

界各地の事例研究が紹介され、脱成長社会の多様な展望が議論されている。また、欧米の

開発学では、欧州で発生した〈脱成長〉パラダイムを、ラテンアメリカのボリビアやエク

アドルが採用している新たな発展目標〈ブエン・ビビール〉（Buen Vivir）と比較検討する

動きも出てきている。 

 〈脱成長〉をめぐる国際的な動きの中でも、ラトゥーシュの著作はその思想的支柱の一

角を担う役割を果たしているといえるだろう。本書は、産業文明の過剰発展が引き起こす
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生存の危機の生成過程を歴史的・思想的に反省するための格好の参考書である。現代経済

の問題の所在を根本から理解するには、産業文明を成立させる様々な知の体系──科学哲

学、社会・政治思想、倫理学──の中で経済発展の思想と歴史を検討しなければならない。

本書はそのための見取り図を私達に示している。 

 本書が刊行されてから二年半の間、ラトゥーシュは精力的に研究・執筆・講演活動を続

けており、その仕事は思想家として一層の円熟味を増している。この間だけも彼は数冊の

編著書の他に、Sortir de la société de consommation (2010)、Vers la société d’abondance 

frugale (2011)、Âge des limites (2012)の合計三つの単著を刊行している。これらの著作で

一貫しているのは、〈脱成長〉を倫理学の一潮流として位置づける試みである。なかでも著

者本人が「重要書であり、〈脱成長〉を慎重に深く議論するために多くの人に読んで貰いた

い一冊」として掲げているのが Sortir de la société de consommationである。同書では、

大量生産・大量消費の生活を送る先進国社会が抱える倫理的欠陥の実態とその思想的根拠

が、環境問題、金融危機、科学技術、教育などの様々な題材を通して論じられている。同

書の邦訳は佳境に入っており、本年五月の著者来日に合わせて刊行される予定である。ま

た、この新訳書に付される訳者解説の英語版は、三月末に刊行予定の国際基督教大学編『社

会科学ジャーナル』七五号に収録される1。関心のある方は伴わせてご覧頂ければ幸甚であ

る。 

 〈脱成長〉に関する議論の一層の深化を期待して。 

 

二〇一三年一月  

 

 

  

  

 
1 Yoshihiro Nakano, ‘In What Way Does Degrowth Reconstruct Ethical System of 

Modernity?’, The Journal of Social Science (International Christian University), No.75, 

March 2013. 


